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一
　
はじめに
日本民法第一条第二項は、 「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない」と定めてい
八六
る。この信義誠実の原則
（信義則）
は、初め債権法上の原則として提唱された
が
）1
（
、戦後このように民法全体の基本原
則として明文化され、さらに近年では、私法のみならず公法にまでその適用範囲を広げつつある。信義則のはたす役割についても、立法者的機能ともいうべき法創造機能をはたすとされてきた
が
）2
（
、最近の研究では不法の抑止や制裁と
いった機能をはたしているとの評価 あ
り
）3
（
、一般原則であるとしても、法理としての適用範囲がやや拡張しすぎたき
らいがある。
一方、イギリスにおいては、古くから信義誠実
（
good faith ）
という言葉自体は知られていたが、今日、信義誠実の
原則という一般的な法原則 存在しない されてい
る
）（
（
。このことは他のコモン・ロー諸国と比べてもひとりイギリス
が孤立して る状況であり、したがっ 、本稿 タイトルは、そのような原則がイギリスにおいて承認されたかのような印象を与えるもので って いささか不適切であるかもしれない。もっとも、本稿では、歴史的には信義誠実のはたしてきた役割が決して小さくなかっ こと、そして、裁判所の姿勢にも現在変化の兆しが見られるという点を明らかにするつもりである。
イギリスにおいて信義誠実という観念は、二〇世紀に ほとんど顧みられることはなかった
が
）（
（
、一九九〇年代に
いくつかの論文集が刊行され議論が高まっ
た
）（
（
。これは信義誠実
（
good faith ）
という文言を含んだ欧州委員会指令が、
一九九三年代理商
（委員会指令）
規則、一九九四年消費者契約における不公正条項規則と立て続けに国内法化された
ことに起因するように思われ
る
）（
（
。しかしながら、結局のところ、学界も裁判所も一般原則としての信義誠実の原則の
承認については消極的であっ
た
）（
（
。その一方で、契約実務においては契約書において信義誠実がうたわれる例が増加し
ているようであって、信義誠実条項の解釈をめぐる裁判も増えており、今日では信義則に関する議論が再び活発化し
八七
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ている。
本稿は、高等法院の判例ではあるが、一定の商事契約において、イギリスで初めて黙示義務として信義誠実義務を
認めた
Y
am
 Seng
事件を主に取り上げ、本件に対する学説と判例の状況を概観し、イギリス契約法における信義誠
実の原則の現状について考察するものである。
二
　
イギリス法における信義誠実
1　
信義誠実という言葉
ラテン語の
bona fides
に由来する
（あるいは、フランス語の
bonne foi を経由する）
英語の
good faith
は、 「約束を結ぶ
さいの意思の正直さや告白における誠実さ」を意味し、相手を欺こうとする心持である
bad faith
と一対の表現とし
て一四世紀から使用されている言葉であ
る
）（
（
。
G
ood faith
とは、こうした人の内面を評価する言葉ではあるが、わが国
でいう「信義誠実」というべき客観的な原則としての意味を担うようになっ
た
）（（
（
。本稿では、
good faith
を基本的に信
義誠実と訳して るが、このこと自体後者の意味に着目していることを意味している。もっとも、裁判所が、ある者の行為につ その者は信義誠実に行為しなかったと評価をくだす場合 両者の区別は曖昧となる。今日のイギリスの議論を理解する えでも、この言葉 は二つの側面が ることには注意 ておかなければならない。
法的な場面では、コモン・ローが引受訴訟
（
action of assum
psit ）
を発展させる以前の段階において、契約違反の被
害者が大法官裁判所 提出した請願書などに「信義誠実」という表現が頻繁 登 いたことが知られて
る
）（（
（
。し
八八
かし、当初から定型の文言が存在したわけでも、 「信義誠実」が最重要の概念であったわけでもなく、おそらく一四世紀の終わり頃までは「法律
law
」 、 「法＝権利
right 」 、 「理性
reason 」などの主要概念の中の選択肢の一つであり、
債務者に「法律と理性が命ずるところ
ceo qe ley et reson dem
aundont
）（（
（
」をなさせよとか、債務者は「法＝権利と理
性に反した
encountre droit et reson
）（（
（
」
ないしは 「法律と理性に反した
encontre ley et reason
）（（
（
」
という表現に交じって、
時折、債務者に「理性と法律と信義誠実が命ずるところ
ceo qe reson et ley et bon foy dem
andont
）（（
（
」をなさせよとい
う表現が用いられることもあった。一五世紀には、 「良心
conscience 」が最も重要な言葉となり、 「法
=
権利と良心
が命ずるところ
as right and good conscience requiren
）（（
（
」や「理性と良心が命ずるところ
com
e reson et conscience 
dem
andent
）（（
（
」という表現も用いられはしたが、次第に「信義誠実と良心が命ずるところ
as good feyth and consciens 
requyreth
）（（
（
」という表現に固まっていったものと思われる。
しかしながら、大法官裁判所における定型の文言として、すなわち一種の法律用語として使われ始めた「信義誠実」
ではあったが、コモン・ロー裁判所が引受訴訟の範囲を漸進的に広げ、契約違反一般を取り扱うさいに
は
）（（
（
、このよう
な一般概念が用いられることはなかった。ロンドン大学ローマ法教授のパウエルは、かつて、 「コモン・ロー裁判所は原告の訴訟原因の根拠として、信義誠実の欠如を持ち出すことはなかっ
た
）（（
（
」
と述べながら、引受訴訟誕生における
産みの苦しみを帝王切開にもたとえ コモン・ロー裁判所は 官裁判所への対抗心からあえて信義誠実という便利な助 婦
（
m
idw
ife ）
を利用せず、引受訴訟の誕生にいたずらに時間をついやしたというような書き方をしている。こ
れはレトリックと ては面白い か しれないが、そもそも、ローマ法の誠意訴訟もイギリス法のエクイティも法の厳格化という事態が生じなければ登場しなかったのであり、コモン・ロー裁判所が引受訴訟を編み出し、契約違反に
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八九
対する救済を拡大していった時代に信義則のような一般概念に依拠する必要性は乏しかったようにも思われるのである。
さらにいえば、コモン・ロー裁判所もエクイティの要素は必要な限度で引き継いでおり、一般原則としての信義誠
実をまったく知らなかったわけではなかった。一六六三年に民訴裁判所は、ある条例について「コモン・ロー 反するところは何もないように思われる 、また、共通の理性もしくは信義誠実に反す ところも何もないように思われる
nothing appears to m
e disagreeable to law
, or disconsonant to com
m
on reason or good faith
）（（
（
」と述べているし、
ほぼ百年後の一七六二年においても、同様の事例につき、王座裁判所は条例がコモン・ローや制定法に反し だけでなく「信義誠実と理性に合致する
agreeable to good faith and reason
）（（
（
」と述べるのである
）（（
（
。
コモン・ロー裁判所における信義誠実の具体的法理化はマンスフィールド首席裁判官
（
L
ord M
ansfield C
.J. ）
を待た
なければならなかった。保険契約をめぐる一七六六年の
C
arter v B
oehm
事件において、 「この一般原則は、すべて
の契約と取引
（
dealings ）
に適用可能である。信義誠実
（
good faith ）
は、一方当事者が個人的に知っていることを隠す
ことによって、相手がその事実を知らないことや相手がまったく反対のことを信じていることに乗じて、相手を取引（bargain ）に引き入れることを禁止する。 ……当事者が互いに開示しあうことを義務付けるルールの根拠は、 詐欺
（
fraud ）
を防ぎ、そして信義誠実を促進することであ
る
）（（
（
」
と述べたことは有名である。この判決は信義誠実の内容を明確にし
た点のみならず、当時の大法官裁判所 立場 発展させたものとしても意義 あるものである。例えば、一七三七年に大法官裁判所は、 相続にお る情報の不開示をめぐり「私はこれを信義誠実の重大なる違反 すなわち詐欺行為
（
an 
act of fraud ）
と呼ばなければならな
い
）（（
（
」
と判示していたが、マンスフィールドはすべての取引にこの原則が適用可能
九〇
であると述べたのである。付言すると、詐欺が
bad faith
であることは、コモン・ローでも早くから確立していたが、
そこから、
good faith
とは詐欺をしないことであるという意味が導かれ、ここではさらに情報開示にまで進んでいる
のである。イギリス法の理解において、
good faith
という言葉の意味がこのスケールの上を動いているという認識は
重要である
）（（
（
。
今日のイギリスの学者は、後のコモン・ローの裁判官たちはマンスフィールドに従わなかったと評価してい
る
）（（
（
。
そして、現在 は、本判決の先例としての価値は保険契約に限定され、彼が判決文で使用しなかった最高信義契約（contract uberrim
ae fidei ）
という言葉が保険契約の例外性を示すかのように使われている
が
）（（
（
、この判決の後に、信義
誠実を根拠に一定の情報開示原則が具体化された場面もないわけではな
い
）（（
（
。もっとも、契約自由が標榜されるように
なると、信義誠実の意味するところも詐欺をしないという意味に押し戻されていき、同時に、客観的でオーバーライディングな一般原則として 役割も次第に失っていくこ になる。一八九二年に、ケクウィッチ裁判官
（
K
ekew
ich J. ）
は、
good faith
について、ただ「それは悪意を欠くことである
it is the absence of bad faith - of m
ala fides 」と定義
するのであるが、これが今日の基本的理解へとつな るのであ
る
）（（
（
。コリンズは、信義誠実の意味を「この言葉の通常
の法律的用法では、信義誠実の基準は、正直さ
（
honesty ）、すなわち故意に人を欺いたり害をあたえたりしないこと
を要求する
）（（
（
」というが、マンスフィールドの理解からは、大きく後退していることがわかる。
2　
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（
1）　
信義誠実の原則が通用するとされる契約類型
九一
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今日、保険契約以外にも、信義誠実の原則が通用するとされている場面がある。まず、信認関係から生じた契約に
おいては、 信認義務を負う者は信義誠実に行動する義務を負うとされる。信認関係とみなされる関係は少なくないが、例えば、 「代理人は正直に行為しなければならず、本人の利益とみずからの利益が衝突したときは、みずからの利益を追求してはならな
い
）（（
（
」
とされるのである。また、パートナーシップ契約も信義誠実の原則が支配する契約類型の一
つである。一八五三年 大法官裁判所は「この権限
（パートナーを排除する権限─北井）
は信義誠実に
（
bonâ fide ）
行使
されなければならな 。信義誠実
（
good faith ）
がすべての契約の本質であることは疑いのないところである。……大
法官裁判所は、すべての契約の中に、もしあえて区別できるというのなら、とりわけすべてのパートナーシップ契約の中に信義誠実
（
good faith ）
という基礎があることを前提とす
る
）（（
（
」
と判示している。最近でも、貴族院のホフマン裁
判官
（
L
ord H
offm
ann ）
は、パートナーシップ契約を「ローマ法の組合
（
societas ）
のように、エクイティによって信義
誠実の契約
（
contract of good faith ）
として扱われてきた
）（（
（
」と述べている。
大法官裁判所が伝統的に扱ってきたわけではないが、今日、信義誠実が重要な役割をはたしているいま一つの契約
類型が雇用契約である。いくつか注意を払う点がある。まず、前二者のようにエクイティ上の原理に依拠するのでもなく、また、ヨーロッパやわが国のような一般条項に由来する義務でもなく、信義誠実義務が黙示上の として課されるということであ
る
）（（
（
。そして、主人と使用人の法として発展してきたことから、歴史的には、使用人側の服従義
務・忠誠義務が ず黙示されたのであっ
て
）（（
（
、使用者側に黙示の誠実義務ないし忠実義務が課されたのは近年のことで
あるという点もわすれてはならない
）（（
（
。ようやく一九九八年に貴族院は、 信義誠実という言葉自体は用いなかったが 「使
用者は、合理的および正当な理由なしに、使用者と労働者の間の信頼 よび信任
（
confidence and trust ）
の関係を破壊
九二
するか、または深刻にこれを損なう形で行為をしてはならな
い
）（（
（
」
と判示するにいたっている。また、労働者へのボー
ナス支給に関する使用者の裁量 めぐって、 控訴院はその裁量の「不合理で恣意的ではない、 信義誠実で合理的
（
bona 
fide and rational ）
な行
使
）（（
（
」
を命じており、このように雇用契約関係においては信義誠実義務が黙示条項として確立し
ている。契約書に記載がなくとも、信義誠実義務が常に黙示されることが他の契約とは異なるのである。もっとも、黙示条項であることから 労働者に不利なものであ も、原則として当事者の意思で排除でき ところには注意が必要である
）（（
（
。
（
2）　
信義誠実の内容が別の法理で達成されているという場面
そもそも信義誠実は、日本では一般条項と呼ばれるように、他の個別の法理が存在していればこれに依拠する必
要性は乏しい。イギリスにおいても、信義誠実の一般原則が私法全般に通用し いないからといって、ヨーロッパ大陸の法と極端な違いがあるわけではないと説かれることがある。また、信義誠実では く、公正
（
fairness ）、衡平
（
equitableness ）、合理性
（
reasonableness ）
という言葉がイギリスでは好まれる傾向にあるともいわれ
る
）（（
（
。マケンドリッ
クは、信義誠実という言葉に依拠す ことなく、同様の内容がイギリスにおいて実現され る場面を列挙し おり、ここで それらを検討しておきた 。
まず、マケンドリックは現行法上「悪意
（
bad faith ）
の具体例である、嘘をついたり、不当な圧力をかけたり、相
手の弱みにつけ込んだり、信認関係上の地位を濫用したりす こ は、すべて契約の取消事由にな
る
）（（
（
」
という。マケ
ンドリックも
bad faith
でないものが
good faith
であるという現代的理解からスタートするのであるが、一九世紀末
九三
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までの裁判所は、 こうした場合においてむしろ
good faith
を前面に出していたことを指摘しておかなければならない。
例えば、一八二九年の枢密院は「最強の心をもつ者ですらつねに詐欺や虚言に対処できるわけではない。したがって、弱い心の者がそれら 影響のもとで結ばされた取引は有効と判断されてはならない。なぜなら、法は、人と人との間のすべての取引において信義誠実が守られることを命ずる
（
the law
 requires that good faith should be observed in all 
transactions betw
een m
an and m
an ）
のであるから」と述べて精神力の衰えた老人が結んだ契約を取消したのである
）（（
（
。
次に、マケンドリックは、保険契約、禁反言の諸原則、信認関係における法原則、動産売買などにおける品質の黙
示条項なども信義誠実の観点から説明できるとい 。マケンドリックは、 「信義誠実の一般原則の基礎は、 コモン・ローの塵の中でどうにか見分けがつく程度のものである」というクラーク
（
C
larke ）
の言葉を引用しながら、イギリスの
裁判所が、こうした個別の諸原則を土台にして、信義誠実の原則という一般法理を構築する段階にはいたっていないという見解に自嘲気味に賛同する
）（（
（
。
しかしながら、この説明もまたレトリックとしては面白いが、歴史的にはやや不正確なもののように思われる。そ
もそも、保険契約における最高信義は、信義誠実の一般原則から発展したことは既述のとおりだし、禁反言 おいて信義誠実が語られたこともあれ
ば
）（（
（
、動産の隠れた瑕疵について信義誠実が根拠とされることもあった。また、契約の
取消しに関する諸判例においても、信義誠実を持ち出すも も少なくなかった ろから、一九世紀においてなお信義誠実は一定の法創造機能をはたし いたとみることもできるのではないだろうか。もっと 二〇 は信義誠実による法創造もほとんどみ なくなったのは事実であり、そこには近代契約法原則 確立 固定化、それ 呼応する裁判所の保守化という要因があることもまちがいない。一九九七年 、枢密院司法委員会は、土地の売買代金の
九四
支払いが一〇分遅れたことを理由に特定履行を拒否してい
る
）（（
（
。このような法の厳格化という段階にあって、信義誠実
に再び、あるいは三たび注目が集まるのは、むしろ自然なことであるといえよう。（
3）　
イギリス法の現状
イギリス法の現状については次章でリガット裁判官
（
L
iggatt J. ）
が雄弁に語ることになるが、前提となる点をいく
つかあらかじめ確認しておく必要があるだろう。信義誠実の原則に注目が集まり始めた一九八九年に、投影用フィルムの賃貸借契約において、非常に高額な延滞金条項が納品書の中で められていたと う事件において、控訴院のビンガム裁判官
（
B
ingham
 L
.J. ）
は、信義誠実の原則について「イギリス法は、その特徴として、そうした一般原則を
採用するも ではな
い
）（（
（
」
と述べ、その後の信義誠実をめぐる議論に一定の方向性を与えたことはよく知られている。
もっとも、ビンガム裁判官も、当該の延滞金条項については、原告は、この不合理
（
unreasonable ）
かつ異常な条項に
公正に
（
fairly ）
注意を喚起する必要な措置を講じていなかったとして、この条項の適用を免除していたのであり、信
義則にはよらなかったが、過酷 結論は回避していたのである。
いま一つの著名な判決は、一九九二年の貴族院の
W
alford v M
iles
事件判決であ
る
）（（
（
。被告が自らの会社の売却をめ
ぐって原告と交渉するさい、被告は原告とのみ売却交渉を 、第三者と 交渉しない旨 口頭で合意していな ら、結局、当該会社を第三者に売却し、原告が損害賠償を求め訴えたという事件である。 告側の代理人 被告は信義誠実に交渉する黙示の義務 違反したと主張したため、本件ではそのような義務の存否が問題 なった。控訴審においてビンガム裁判官は、 「ブロディ氏
（被告代理人─北井挿入）
は互いが納得できる解決にいたるよう信義誠実に交渉
九五
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
する契約というものは概念として不可能であり、ともかく先例上は認められないと主張した。私としては、この概念が不可能であるとは思わない」とし、仮に第三者との交渉禁止期間について定めがなくとも、それはおのずと合理的
（
reasonable ）
な期間に限られるのだから、被告は、信義誠実に交渉する義務を負っていたと述べ
た
）（（
（
。ビンガム
裁判官以外の二名の裁判官はこうした義務の存在を認めず、上告審である貴族院においても、アクナー裁判官
（
L
ord 
A
ckner ）
は、信義誠実に交渉する義務というものは実務上効力がなく、イギリスの伝統的な当事者対抗主義に反する
として、これを認めなかった。イギリスにおいては、契約締結段階における信義誠実義務、いわゆる契約締結上の過失というような法 は存在しないこ が明らかと った である。
ともあれ、こうした義務の存否が貴族院まで争われたことは、信義誠実という概念が実務において意識され始めた
ことを意味する。また、契約書作成実務において 、明文で信義誠実義務が定められることも増えているようである。W
alford v M
iles
事件は貴族院判例であるため、その変更は極めて困難であるが、同事件の事案とは異なり、契約書
において、信義誠実に交渉する義務が明記されて る事件において、そのような義務を認める判決もくだされている。P
etrom
ec Inc v P
etroleo B
rasileiro SA
 P
etrobras （
N
o. 3 ）
事件において
）（（
（
、控訴院のロングモア裁判官
（
L
ongm
ore L
.J. ）
は、スタイン裁判官
（
L
ord Steyn ）
の著名な論文を引き合いに出しなが
ら
）（（
（
、当事者が定めた誠実交渉条項を法的に無
価値と宣言することは「法が正直者の合理的な期待を損なうことになりかねない」と貴族院判決を批判した。し し先例変更 「本法廷に許されることではない」と述べ、少なくとも、ロンドンのシティーのソリシターによって起草された明示の信義誠実条項については、
W
alford v M
iles
事件は先例とはならないと判示した。
契約の交渉段階でなく、履行に関する信義誠実条項をめぐる争いも増えている。二〇〇七年の
B
erkeley 
九六
C
om
m
unity V
illages L
td v P
ullen
事件では
）（（
（
、モーガン裁判官
（
M
organ J. ）
は、不動産開発に関するデベロッパーと所
有者間の「本合意に関するすべての事項において、両当事者は互いに信義誠実に行為し、そして常に合理的かつ思慮分別をもって行為するものとする」という明示の条項を解釈し、信義誠実という言葉はこれを慎重に避けながらも、この条項により所有者
（被告）
には「合理的な商事上の公正取引基準を守る契約上の義務」が課され、 「合意された共
通の目的を達成すること及び原告 正当な期待に合致すること」が求められるとして、デベロッパー以外の第三者への土地 売却の差止が命じられた。
ここで注意すべき点は、抽象的な規定になりがちな信義誠実条項を具体的な事案にあてはめることは、当然、裁判
所の解釈に委ねられているという であ 。二〇一〇年の
G
olden G
roup P
roperties L
td v B
D
W
 T
rading L
td
事
件において
）（（
（
、ファースト裁判官
（
Judge Stephen F
urst Q
.C
. ）
は「信義誠実は……いずれの当事者に対しても、自由に交
渉されて認められた経済的優位 放棄 を要求するものではな 」と述べたが、イギリスでは、明示の信義誠実条項が限定的に される傾向にある。また、信義誠実義務が認められ も「悪意
（
bad faith ）
がないのに、一体
どうすれば『最高信義であれ、そうでな ものであれ、信義誠実義務』の違反が発生しうるのか、理解が難しい」いうよ に、
good faith
とは
bad faith
にいたらないことにすぎないという理解が裁判所において根強く定着してい
る
）（（
（
。まして、信義誠実条項がないところで、そうした義務が黙示されることは、労働契約以外ではほとんど争われて
こなかったように思われる。次章の
Y
am
 Seng
事件判決は、商事契約であっても一定の場合には、黙示の信義誠実
義務が存在することを正面から論じたまさに画期的判決 のである。
九七
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
三
　
Y
am
 Seng P
te L
td v International T
rade C
orporation L
td
事件
）（（
（
1　
事実の概要と判決
二〇〇九年五月一二日、シンガポールの
Y
am
 Seng
社
（原告）
とイギリスの
International T
rade C
orporation
社
（被告、以下ＩＴＣ社という）
は、 「マンチェスター・ユナイテッド」のブランド名を冠する化粧品類の中東・アジア・
アフリカ・オーストララシアにおける独占販売契約を締結した。当該商品を原告が独占的に販売するのは、主に四二カ所の免税店であり、また、香港、マカオ、そして中国の二つの地域では免税店以外での販売も許されていた。
当初よりＩＴＣ社からの納品が遅れるなど両者の関係は良好なものではなかった。また、契約の交渉段階では、同
社の担当者は、マンチェスター・ユナイテッドのブランド名を冠する化粧品の製造販売 行うライセンス契約をマンチェスター・ユナイテッド側と結んでいたと告げていたが、これも事実と反 ていた。両者の関係 決定 悪化したのは、契約上
Y
am
 Seng
社に独占販売権が与えられていたにもかかわらず、ＩＴＣ社が商品をシンガポールの免
税店以外の国内市場で販売させる許可を別の業者に与えようとしたことと、その価格が免税店での販売価格より低額であることが判明したためである。またこの件に関し、同社の担当者は虚偽の説明を繰り返したかと思えば、独占販売権の放棄を迫り、
Y
am
 Seng
社がこれを拒否すると、今度はもともと独占販売権を与えたおぼえはないと主張する
などしたため、
Y
am
 Seng
社が相手方の契約違反を理由に契約の解除と損害賠償を求めたのである。
Y
am
 Seng
社は、不実表示法に基づいても訴えているが、この判決が注目されるのは、契約違反の根拠として、Ｉ
九八
ＴＣ社が信義誠実に取引を行うという黙示条項に違反したと主張し、これが認められたことである。
高等法院のリガット裁判官は、判決文の一一九節以下に疑問符つきで「信義誠実の黙示義務？」と見出しをつけな
がら、あたかも学術論文のようにイギリス法の理論状況を分析し、そして信義則上の黙示義務を認定する。序文に二〇一三年の三月一日の日付があるバロウズのケースブックの第四版は、 「リガット裁判官の判決は、信義誠実に取引する義務に関するイギリス法についての最も進歩的で、広範囲 およぶ、かつ洗練された分析である」と評価しなが
ら
）（（
（
、一一九節から一七一節までのほとんどを原文のまま掲載している。今後控訴院ないし最高裁において先例変更
がなされない限り、この判決は法 生にとって必読の判決となることはまちがいない。ここでは多少長くなるが、本判決の主要部分を翻訳して示 ことにしたい。
信義誠実の黙示義務？
一一九
　
請求の原因において申し立てられているように、
Y
am
 Seng
社は、本件契約には、当事者は互いに信
義誠実に取引を行うという黙示条項が存在したと主張する。
一二〇
　
イギリス法が信義誠実に契約を履行する一般義務
（
a general duty to perform
 contracts in good faith ）
と
いうものを認めているか、ある は認めるべき という主題については、すでに多くの学術的な文献が存在する。しかしながら、この問題を十分検討したイギリスの判決を私は一つとして知らないし、また、本件でもそのようなものは提示されていない。
一二一
　
学者の間における一般的見解では、イギリス契約法には一般的に適用される信義誠実という法原則は
九九
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
存在しないとされている。
C
hitty on C
ontract L
aw
 （
31st E
d ）, V
ol 1, para 1
─
03（
参照。この点に関し、
Interfoto 
P
icture L
ibrary L
td v Stiletto V
isual P
rogram
m
es L
td 事件
（ ［
1（（（ ］ 1 Q
.B
. （33 at （3（ ）
におけるビンガム裁判官
（
B
ingham
 L
.J. ─肩書は当時）
の次の所見がしばしば引用される。
「多くのヨーロッパ大陸法系の国々においては、そしておそらくコモン・ローの世界の外部の大半の国々においては、契約当事者は契約の締結および履行にあたり信義誠実に行動すべきという基本原則
（
overriding 
principle ）
を、その債務法は承認し、そして強制している。このことはただ契約当事者は互いに相手を欺いては
ならない─すべ の法系の国々が認識しているはずの原理である─ということを意味するだけではない。おそらくその趣旨は、次の比喩的な口語表現によっ 最もよく表現することができる。すなわち、 「正々堂々とたたかう
playing fair 」 、 「洗いざらい白状する
com
ing clean 」あるいは「手の内をさらけだす
putting one ’s cards face 
upw
ards on the table 」という表現である。これは本質的に、公正で開かれた取引の原理である。……イギリス
法は、その特徴として、こうした基本原則を採用することはせず、不公正な問題が顕在化するたびに漸進的な解決策
（
piecem
eal solutions ）
を発展させてきたのである。 」
一二二
　
イギリス契約法が信義誠実義務を認めないという主張の根拠としてしばしば引用されるいま一つの事
件は、
W
alford v M
iles
事件
（ ［
1（（2 ］ 2 A
.C
. 12（ ）
であるが、ここで貴族院は、信義誠実に交渉する義務というもの
は「交渉に臨むさいの当事者の対抗的地位にとって本質 に相容れない」も であって、 「実務上は効力がない」（同一三八頁。アクナー裁判官）
とみなした。しかしながら、この事件は、契約締結交渉を行う当事者の地位に関す
るものであって、すでに契約を締結し、したがって互い 契約上の義務を負うことにいたった当事者に関するも
一〇〇
のではない。
ここでは、ヨーロッパの信義則に対するビンガム裁判官の理解が非常にイギリス的で極端なものであることに注
意しなければならいない。リガット裁判官は、この点にはとくに立ち入らず、信義誠実義務を否定した
W
alford v 
M
iles
事件判決が、契約締結前の交渉にのみ関わるとして、本件とは区別されることを念のために明らかにし、次に
マケンドリックの説明を手がかりに、信義誠実義務に対する主要な反論を検討する。
一二三
　
マケンドリック教授が信義誠実の原則に対する「伝統的なイギリス
（人）
の敵意
traditional E
nglish 
hostility 」と呼ぶところには、三つの主要な理由がある。
M
cK
endrick, C
ontract L
aw
 （
（th E
d ）pp. 221
─
2 参照。
第一の理由は、ビンガム裁判官が上の引用部分で述べているところであるが、イギリス法が好む手法は、適用が広範におよぶ原理を強制するのではなく、 むしろ個別の問題に対応する個別の解決策を練り上げることによって、漸進的に発展することである。第二の理由は イギリス法は個人主義の精神を体現するものとされ、その精神によれば、当該契約 条項に違反しない限り、交渉においても契約の履行においても、当事者が自己の利益を追求することは自由であるというものである。第三の主要な理由は、 つ 信義誠実の一般原則を承認することが大いなる不確実性を招くおそれがあるということである。 上の義務 内容が曖昧で主観に左右されることになりはし いか、そうした原則の受容がイギリス法が常に大いに尊重してきた契約の確実性という目標を台無しに ので という懸念が存在するのである。
一〇一
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
一二四
　
しかしながら、信義誠実の一般原則というものの承認を拒否することは、もし本当に拒否してしまう
なら、この法域は潮流に逆らって泳いでいるようなものである。ビンガム裁判官が
Interfoto
事件において述べ
たように
（ローマ法に由来する）
信義誠実の一般原理は、ドイツ、フランスそしてイタリアといった大陸法系の
国々の大半 おいて承認されている。これらを発信源として、信義誠実への言及はＥＵ法を経由してイギリス法にも及んでいる。例えば、欧州指令に効力を与えた一九九九年消費者契約不当条項規則は、信義誠実規定
（
a 
requirem
ent of good faith ）
を含んでいる。この概念を用いるＥＵ指令を実行した他のいくつかの立法例は、
C
hitty 
on C
ontract L
aw
 （
31st E
d ）, V
ol 1 at para 1
─
0（3
に記述がある。ランドー委員会が提案したヨーロッパ契約法原
則および欧州委員会が提案す 規則である共通ヨーロッパ売買法─現在も諮問が進行中である─といったＥＵ加盟国の契約法を調和する試みもまた信義誠実および公正取引
（
good faith and fair dealing ）
に則って行為する一般
義務を盛り込んでいる。この原理がイギリス法に浸透し くこと、そしてより一層統一されたヨーロッパ契約法─そこではこの原理が重要な役割を演じている─を求める圧力が増していくことは、ほとんど疑いの余地がない。
一二五
　
さらにいえば、契約の履行における信義誠実を認めるか否かということが、大陸法諸国とコモン・
ロー諸国との間の相違、すなわち大陸的パターナリズムとアングロ・サクソン的個人主義との間の相違を反映すると考えるこ も誤っている。そうした考えは、 合衆国でながく認められてきたと う事実によって反駁される。ニューヨーク州最高裁は、一九一八年「すべての契約において 契約当事者間における信義誠実および公正取引が黙示される」と述べた。
W
igand v B
achm
ann-B
echtel B
rew
ing C
o, 222 N
.Y
. 2（2 at 2（（. 
一〇二
一九五一年に最初に公表され、多くの州によって採択された統一商事法典は、一─二〇三条において「本法のおよぶすべての契約または義務は、その履行または強制において信義誠実義務を課す」と規定し、これと同様に、契約リステイトメント（第二版）二〇五条は、 「すべての契約は、その履行および強制において信義誠実および公正取引の義務を当事者 課す」と定める
）（（
（
。
このように、イギリス法の孤立性をことさらに強調することが信義則を認める理論的根拠となるかはさておき、こ
の後リガット裁判官は、カナダの判例
（一二六節）
、オーストラリアの判例
（一二七・一二八節）
、ニュージーランドの判
例
（一二九節）
、そしてスコットランドの判例
（一三〇節）
をそれぞれ紹介し、コモン・ロー諸国において、信義誠実
の原則が認められていることを確認する。
一三一
　
イギリス法のもとでも、雇用契約およびパートナー間の契約などの当事者の関係が信認関係である
とされるような一定の契約類型では、信義誠実義務が付随義務として法的に黙示
（
im
plied by law
）
されている。
しかしながら、たとえ任意規定
（
default rule ）
であっても、イギリス法が信義誠実の原則
（
a requirem
ent of good 
faith ）
をすべての商事契約の中に法的黙示義務として認める段階に到達しているとは思わない。もっとも、条項
を事実上黙示するためのイギリス法上確立した手法に従う限り、契約 の推定される意思に基づいて、通常の商事契約の中にそうした義務を黙示することに問題があるとも思わない。
一〇三
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
リガット裁判官は、商事契約であっても、当事者の意思解釈を根拠とする限り、本件でも信義誠実義務が黙示され
ることを示唆する。バロウズは、ケースブックの解説において、 「事実的黙示条項を認める伝統的アプローチから、一定の黙示条項が導かれ、さらにそこからより特定的な黙示条項が築かれていく可能性 本判決は明らかにする」とこの部分に注目してい
た
）（（
（
。そして一三二節では、伝統的なお節介な傍観者
（
offi
cious bystander ）
のルー
ル
）（（
（
と取引の円
滑な遂行のルールが説明され、次に本件で適用される新しい解釈手法が説明されることになる。
一三三
　
契約の解釈に関して、現代の判例法は、契約というものが、他のすべての人間の意思疎通と同様に、
語られることのない共通の理解─これが契約の意味を定める─を背景事情として結ばれることを強調する。関連する背景事情には相当の広がりがあることと背景には観念上の制限がないという事実もまた強調されてい……。
一三四
　
当面の目的にとって重要なことは、契約が結ばれた背景事情には、当事者 了解している事実だけで
はなく、共通の価値観および行為規範が含まれるというこ である。それらのあるものは、社会全体で当然許容される規範である 特定の取引また 商業活動にのみ適用される規範もあるだろう。さらに、限定的に、特定の契約関係の特徴から生じる規範もあるかもしれない。そうした規範には、契約締結時に当事者 合意を記載する書面にはいちいち明記されることなく、当事者が 然の前提とす ものが少なくない。
一三五
　
ほとんどすべての契約関係の根底にある一般規範の典型は、正直さ
（
honesty ）
への期待である。この
期待は商事取引の本質であり こ は互い 信用に決定的に依存するものである。ところが、これが明示の契約
一〇四
上の義務の対象となることはほとんどない。つまり、もし契約条項の交渉段階において一方の当事者が相手方が正直に行為することを求める明文規定の挿入を求めるならば、こうした要求自体が信用の欠落を意味することになり、当事者の関係が損なわれ からである。
リガット裁判官は、次の一三六節でそのような実例として保険契約に関する貴族院判例を示
す
）（（
（
。保険契約は例外的
に信義則が認められていた事例群ではあるが、リガット裁判官は、正直さを前提とすることは商事法全体に共通すると考えているのである。取引において正直であることは、当たり前であり、当然に取引も円滑にするのであって、伝統的黙示ルールからも肯定されるという
（一三七節）
。さらに、 裁判官は、 正直さだけでなく、 不適切な
（
im
proper ）
行為、
商事的に許容できない
（
com
m
ercially unacceptable ）
行為、非良心的
（
unconscionable ）
な行為をしないことも契約書に
書かないほど当然 あって、 信義誠実の一つの重要な側面は、 これら記述されない規範を守るこ である いう
（一三八
節）
。次に信義誠実のいま一つの側面が論じられる。
一三九
　
第一の側面と重なるが、信義誠実のいま一つの側面は、当事者の取引に誠実であること
（
fidelity to 
parties ’ bargain ）
であるということができよう。ここでの中心的な考え方は、発生しうるすべての事態に備え明
文で規定するという意味においては、契約というものは完璧たりえないのである。したがって、特に規定されなかった事態に対し、ある契約を適用するためには、契約書の文言は、当該契約 明示または黙示の価値および目的を推進するような合理的解釈が与えられなければならない。こ 原則 契約の解釈に関する今日のイギリ
一〇五
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
スの判例法において十分に確立している。例えば、
R
ainy Sky SA
 v K
ookm
in B
ank
事件
（ ［
2011 ］
1 W
.L
.R
. 2（00 ）、
L
loyds T
SB
 F
oundation for Scotland v L
loyds B
anking G
roup P
lc
事件
（ ［
2013 ］
U
K
SC
 3 at ［
23 ］, ［
（（ ］
and ［
（（ ］ ）
参
照。さらに、この原則は、例えば履行における協力条項が黙示された一連の判例の根底にあり、それらの判例を説明するものである。
M
ackay v D
ick
事件
（ （
1（（1 ） （ A
pp C
as 2（1, 2（3 ）
および
C
hitty on C
ontracts （
31st E
d ）V
ol 
1 at paras 13
─
012
─
13
─
01（
で言及される判例を参照。
リガット裁判官は、ここでは
faith
と同じ語源をもつ
fidelity
という言葉を用いながら、
good faith
のある種のオー
バーライディングな側面をさりげなく論じるが、裁判所の介入はあくまで契約の解釈の範囲であることを強調している。さらにリガット裁判官は、一四〇節において、こうした二つの機能は、契約上の明文の信義誠実義務を解釈した最近の事例、すなわち
B
erkeley C
om
m
unity V
illages L
td v P
ullen
事件および
C
P
C
 G
roup L
td v Q
atari D
iar R
eal 
E
state Investm
ent C
o
事件とも軌を一にすると説明する。
一四一
　
信義誠実が命ずるところは、コンテクストに左右される
（
w
hat good faith requires is subject to 
context ）。これは正直という中心的価値を含む。いかなる状況でも、 その陳述が不実であることことを知りながら、
相手方がその陳述を信頼することを意図しながら、事実に関する陳述を行うことによって、相手を欺くことは不正直である。しかし、正直さが命ずるところは、さ に進む
（
the requirem
ents of honesty go further ） ……。
一〇六
この後に本件の具体的事案を念頭に置くものと思われるが、例示として、発言時には気がつかなくとも、後で不実
と分かった場合に黙っていることや、のらりくらりと回答をはぐらかすことも不正直であるという。また、ここではリガット裁判官も、 マンスフィールド以来の情報提供の程度という尺度において信義則を議論しているころがわかる。ただし、それはコンテクストに左右されるというのである。そして、現行法の単純な区分が批判され、新しい尺度の基準が提案されることになる。
一四二
　
……イギリス法は、伝統的に、当事者が相互に情報開示という重い義務を負う一定の関係─例えば、
パートナーシップ、トラスティーシップ、その他の信認関係─と、いかなる情報開示義務も課されないとされるこれら以外の契約関係との間に明確な線を引いてきた。控えめにいっても、この区分はあまりに単純すぎる。一回限りの交換のような契約において、契約の履行に関する情報の開示義務が黙示されることになるようにも思われないし、多くの契約がこうした分類 なじまない。そもそも、ここには互いの当事者が強い関わり合いを持つ長期関係が含ま ていない。そ 「関係的
relational 」契約─しばしばそのように呼ばれている─において
は、相互の信用と信頼に基づく高度の意思疎通、協力および予測可能な行動が要求され また、忠実さ
（
loyalty ）
への期待も必要とされるが、これらは契約の明示条項として規定されることはなく、当事者間の了解事項として、そして、当該取引を円滑に進めるために必要なものとし 黙示されるのであ 。そうした関係的契約の例としては、ジョイント・ベンチャー契約 フランチャイズ契約そして長期 独占販売契約をあげることができる。
ここで重要なのは、リガット裁判官が「関係的契約」理論を持ち出したことである。そして、そのような関係的契
一〇七
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
約においては、情報開示が黙示義務になるという。リガット裁判官は、長期の独占販売契約を関係的契約の一つに挙げており、この理論を本件の事実関係にあてはめる。
一四三
　
本件の契約は、両当事者が、履行にあたって効果的に意思疎通し、互いに協力することが求められる
独占販売契約である。特に、ＩＴＣ社は生産を計画し、マンチェスターユナイテッド商品について将来予見される
Y
am
 Seng
社からの需要に十分注意する必要があった。
Y
am
 Seng
社としては、当該商品のマーケティング
費用を被りつつ、注文の獲得に努めていたのであるから、いつどのような商品が販売可能となるか きＩＴＣ社側の最善の予測について 情報提供を受けられることと、この情報に関する重大な変更については照会することなく知らされることを期待する権利があったというべきである。しかしながら、
Y
am
 Seng
社側の主張は、こ
のよう 形では提起されておらず、したがって、本件において信義誠実 命ずるところ
（
the requirem
ents of good 
faith ）
が何らかの積極的情報開示義務に及ぶかについて、私がここで判断することは必要ではない。
一四四
　
信義誠実の命ずるところ
（
the requirem
ents ）
はコンテクストに左右されるが、信義誠実のテスト
（
the 
test of good faith ）
は、次のような意味において客観的なものである。すなわち、これは特定の行為が不適切かい
なかについての当事者の考えに左右されるのではなく、特定のコンテクストにおける当該の行為が、合理的かつ正直 人々ならば商事的に受け入れがたいとみなしたであろうかというこ で決まるのである。……
一四五
　
これまで述べたことが了解されるならば、契約の履行において信義誠実の黙示義務を承認することに
ついては、イギリス法にとって新奇
（
novel ）
なものも異質
（
foreign ）
なものも全く存在しないのである。これは
一〇八
スタイン裁判官
（
L
ord Steyn ）
がわれわれの契約法に一貫するテーマとして明らかにしたところ、すなわち合理
的期待が保護されるべきであるというテーマとも合致する。
F
irst E
nergy （
U
K
）
L
td v H
ungarian International 
B
ank L
td 事件
（ ［
1（（3 ］ 2 L
loyd
’s R
ep 1（（, 1（（ ）
及び
 （
1（（（ ） 113 L
.Q
.R
. （33
参照。さらに、思うに、そのような観念
は、十分に確立したいくつかの先例の流れにおいてもすでに反映されているのである。一つの例は、すでに述べた一団の判例であって、そこでは契約 履行 ける協力義務が黙示されていた。いま一つの例は、契約によって一方当事者 決定権が付与され、その決定が両当事者に影響を及ぼす場合には、その権限はそれが付与された目的に照らし、正直にそ 信義誠実に行使されなければならず、恣意的に、独断的に して、不合理（unreasonable ）
に─根拠なしに
（
irrational ）
という意味─行使されてはならないとする先例から構成される。例
えば、
A
bu D
habi N
ational T
anker C
o v P
roduct Star Shipping L
td （
T
he “P
roduct Star
”） 事件
（ ［
1（（3 ］ 1 L
loyd
’s 
R
ep 3（（, （0（ ）、
Socim
er International B
ank L
td v Standard B
ank L
ondon L
td 事件
（ ［
200（ ］ 1 L
loyd
’s R
ep （（（, （（（
─
（ ）
参照。さらにもう一つの例は、一方当事者の同意が相手方の一定の行為において必要とされるときに、そう
した同意が不合理に─右と同様の意味─撤回されないとことが黙示される場面 かかわる。例えば、
G
an v T
ai 
P
ing （
N
os 2 &
 3 ）事件
（ ［
2001 ］ L
loyd
’s R
ep IR
 （（（ ）、
E
astleigh B
C
 v T
ow
n Q
uay D
evelopm
ents L
td 事件
（ ［
2010 ］
2 P
&
C
R
 2 ）
参照。さらにまた別の例として挙げることができるのは、
Interfoto
事件がその先例の一つに連なるも
のであり、そこでは一方当事者が相手に遵守を求める契約条項が異常すなわち通常とはかけ離 てい 場合、そのような条項が強制されるためには相手に対して公正な注意喚起が されなければならないと判示され いるのである。
一〇九
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
ここでは、リガット裁判官は、慎重に信義則を客観的でオーバーライディングなテストとして打ち立てようとして
いる。信義誠実の原則が求めるところが、イギリスで定評のあるスタイン裁判官の「合理的期待」論にも合致し、異質なものではないことが強調されている。そしていくつかの先例の中に、信義誠実の考えがすでに現れていることを指摘するのである。なお、
A
bu D
habi N
ational T
anker
事件において、裁量権が「正直にそして信義誠実に行使され
なければならない」とこの時期の裁判官としては珍しく「信義誠実」という言葉を用いていた は、 控訴院判事であったリガット裁判官 父親であった いうことも、イギリスではあえてふれないようであるが、参考までに指摘しておきたい。リガット裁判官は冒頭でイギリス法 信義誠実の原則に反対する三つの理由を示していたが、信義誠実の原則を受け入れるべき理由をさらに示すという
（一四六節）
。
第一の理由は、信義誠実義務の内容はコンテクストに依存し、個々の契約の解釈で決まるのであるから、それはコ
モン・ローのケースバイケースの手法に沿うものであり、信義誠実の原則を受け入れ ことは、決して、大陸法的な思考方法を受け入れるものではないというもの る
（一四七節）
。これは反論の一番目に対応する。
第二の理由は、信義誠実義務の基礎は当事者の意思をただ推定することであって 「当事者が互いの利益を追求す
る自由を不当に制限すること」にはならず、 そもそ 「契約を結ぶというこ の本質は、 当事者が互いの利益に向かって協力するために互い 拘束することである」という
（一四八節）
。これは反論の二番目に対応する。
第三に、信義誠実義務は黙示されるのであるから、 は明文で排除することができる
（一四九節）
。第四として、
やや視点を変えて、 「信義誠実および公正取引
good faith and fair dealing 」と表記してもかまわないとしながら、む
しろ
fair dealing
が加わることで、 この場合の
good faith
が客観的なものであることが明らかになると歓迎する
（一五〇
一一〇
節
）（（
（
）。第五に、イギリス法が手の内を相手に全部さらけ出すというタイプの信義誠実に消極的であるとしても、それ
は信義誠実に関する文化的な見解の相違であって、このことから直ちに信義誠実自体の必要性を拒否することがあってはならないという
（一五一節）
。
そして、第六の理由は、信義誠実義務を認めることが大いなる不確実性をもたらすという考えは誤りであって、そ
の不確実さの程度は、せ ぜい契約の解釈に内在するものにすぎないとする
（一五二節）
。これは反論の三番目に対応
する。そして、契約の履行における信義誠実の原則に対する伝統的なイギリス
（人）
の敵意は誤りであると結論づけ
るのである
（一五三節）
。
リガット裁判官は引き続き当事者の主張を検討し、とくに本件においてはＩＴＣ社が故意に誤った情報を提供しな
い黙示義務
（一五六節）
と免税店販売価格を下回る価格で他社に販売を許可しない黙示義務
（一六四節）
を負っていた
と認定した。そして、後者については立証が不十分としながら、前者 ついては次のように述べその義務違反を認定する。
一七一
　
しかしながら、プレスウェル氏は国内の流通価格が六五シンガポールドルに引き上げられたとトゥリ
氏が信じていたことにつき、これが誤りであると知りながら放置したのであって、同氏の態度が不正直なものであったことは、プレスウェル氏の理解はともかく、客観的に疑いがない。さらに、本件のこうした不正直さというものは、
Y
am
 Seng
社がその顧客と取引する上で商業的に重要な事項にかかわり、思うに、長期の商事取引に
とって決定的に重要である信用そのもの 根幹にかかわるのであって、このことは二人の個人の相互 信用に依
一一一
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
存するような取引にあってはいっそうあてはまることである。シンガポールでの価格設定に関する不正直な行為が明らかになったあと─さらにプレスウェル氏が自らの行為についての釈明を拒否したことを考慮 ればなおさらであるが─トゥリ氏の立場にあるビジネスマンがＩＴＣ社 ビジネスを継続することが合理的に期待さ るとは思わない。したがって、私はこのことが拒絶的契約違反にあたると判断することについていっさい躊躇をおぼえない。
ここでは本件の特殊性が判決に反映されている。二つの会社の取引はもっぱら二人のビジネスマン個人の間でのみ
進んでいた。そして、ＩＴＣ社側の担当者であるプレスウェル氏の不誠実な態度をリガット裁判官も一七節では「症候的
sym
ptom
atic 」と皮肉っていた。また、二人の間の契約書も法律家がまったく関与しない数項目からなる簡素な
ものであり、そのような意味でも黙示条項が認められやすい事例であったといえる。リガット裁判官は、結論として、（一）明示条項に違反し、他の業者に販売をさせようとしたことと、 （二）黙示条項に違反し、誤った情報を提供したことの二点から、ＩＴＣ社の契約違反を認め、
Y
am
 Seng
社の契約解除を正当としたのである
（一七三節）
。
2　
学界の評価
本件は、高等法院の事件ではあるが、信義誠実に契約を履行する黙示義務に関する画期的な判決であって、すでに
多くの判例集に掲載されている。ここでは、リガット裁判官の判決に対して否定的なウィタッカーの評釈と肯定的なキャンベルの評釈を中心に学界の対応を整理する。
一一二
（
1）　
サイモン・ウィタッカー
）（（
（
もともと学界においては信義誠実の原則に肯定的な見解は少数であったので、ロー・クォータリー・レビュー誌に
批判的な評釈がいちはやく掲載されたことはごく当然なことであっ
た
）（（
（
。オックスフォード大学のウィタッカーは、ま
ず本判決の信義則に関する部分が、厳密には傍論にすぎないと指摘す
る
）（（
（
。つまり、他の業者に販売させようとしたこ
とがすでに明示の条項違反であり、リガット裁判官がわざわざ黙示条項について論じる必要はなかったというのである。もっとも、実際に販売 なされたわけではなく、この違反だけで契約解除まで認められたか 疑問であって、リガット裁判官は、念入り 明示条項違反と黙示条項違反の二つから契約解除を認めて るのである ら、厳密には傍論にはあたらないよう も思われる。もっとも こうした考え方を後の裁判官が採用 る可能性がないわけではない。信義則 否定的な裁判官 あればこうした論法を好むかもし ない。
さらにウィタッカーは、免税店販売価格を下回る価格が他の業者には許可されないという条項が黙示されたことに
ついて、黙示される義務内容が具体的なコンテクストに依存するというのであれば、あえて信義則を持ち出すまでもなかったという。またもう一つの黙示上の義務とされ 誤 た情報を提供し 義務については、 これは詐欺
（
fraud ）
と同じことであるとしながら、そもそも詐欺は契約の取消事由であって、契約締結後の詐欺が契約の解除事由になることは聞いたことがないとウィタッカーは批判す
る
）（（
（
。しかし、当事者も詐欺について争っておらず、信義則上の黙示
義務に批判的であるあまり、ここでは多少議論 混乱しているようにも思われる。また、信義則を詐欺と結びつけるところはイギリス的な発想ゆえである。
リガット裁判官は、イギリス法が信義則に反対する三つの理由を挙げ、それぞれに反論を加えていたが、ウィタッ
一一三
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
カーは、これに再反論を試みている。まず、リガット裁判官は事案を積み上げるコモン・ローの手法を踏襲しただけといいながら、 当事者の期待を保護するために信義誠実に関する黙示義務までをも導いており、 これは行き過ぎであって、法政策論としてはともかく、コモン・ローの漸進的発展を反映 ものではないと批判する。次に、 「当事者が互いの利益を追求する自由を不当に制限すること」にはならないという点について、当事者が互 に協力するために契約を結ぶという理解をめぐり
（一四八節）
、ウィタッカーは「イギリスの多くの契約法学者はこうした契約締結の本
質に関する見解に根本的に反対するだろう」と
し
）（（
（
、契約自由の原則からは、当事者が互いに協力することは要請され
ないとする。さらに、ウィタッカーは、一三八節に関して、嘘をつかないことと、不適切な
（
im
proper ）
行為、商事
的に許容できない
（
com
m
ercially unacceptable ）行為、 非良心的
（
unconscionable ）な行為をしないこととはまったく別であっ
て、信義則のよう 一般的な原則の導入は、イギリス法 不確実性をもたらすという。
さらに、オックスフォードの比較法担当教授であるウィタッカーは、リガット裁判官による黙示による信義則の推
定は、当事者が明示的に契約で排除できる であって 大陸法の信義則の考え方と相容れない いう点をも指摘する。もっとも この批判はかえって今回のリガット裁判官の判決が、決して大陸法的な信義則を導入するものではなく、漸進的な法発展における一事例に過ぎないことをむしろ裏付けるだけのよう も思われる。ウィタッカーは 信義則を明示規定で排除できることから、一般的 信義則の推定を嫌う商事取引 当事者が確実性を確保するために信義誠実義務排除 を契約書 盛り込むこと なると予測するが、当事者の関係を損ないかねない実務慣行が して本当に行われるかどうか、興味深い指摘ではある。
最後に、ウィタッカーは「イギリス法は信義誠実という一般的法理を拒絶するものであり、それがこのような一般
一一四
的な黙示条項によって崩されるべきではない」と結論づけている
）（（
（
。
（
2）　
デイビッド・キャンベル
ランカスター大学のキャンベルは、イアン・マクニールの関係的契約
論
）（（
（
のイギリスにおける代表的紹介者であり、
二〇一三年に出版されたマクニール追悼記念論文集の編者であ
る
）（（
（
。マクニールの追悼論文集がほぼイギリス人だけで
出版されたことは、それ自体興味深いことではあるが、その謝辞
（連名ではあるが）
において、キャンベルは「 ［関係
的契約理論に］影響を受けたすべてのイギリスの学者から寄稿を受けることは到底不可能であったが、それでも本記念論文集は、そうした学者を代表し、伝統的な契約法 の限界に対して、イアンの著作の精神をくみつつ 力強く挑戦しようとするものである。本書が、関係的契約理論が生産的役割をはたした初めて 判決がイギリスでくだされたまさにその年に出版されることは、まことに時宜をえたもの あろう」と述べ、その初めての判決である
Y
am
 Seng
事件にふれるとともにモダン・ロー・レビュー 近く判例評釈 掲載されること 予告していた。
彼のモダン・ロー・レビューの評釈
は
）（（
（
、主眼は関係的契約論に照らしてリガット裁判官の判決の価値を評価すると
いうものであり、理論上の難点を指摘する ころもあるが 基本 には本判決を歓迎するものである。
キャンベルはまず判決の一四二節を示した後で、リガット裁判官の関係的契約論が、関係的契約という概念を否定
した二〇〇一年 控訴院判決である
B
aird T
extile H
oldings plc v M
arks and Spencer plc
事
件
）（（
（
とは相容れないこと
を指摘し、暗にイギリス法の変化を示唆す
る
）（（
（
。また、マケンドリックの「イギリス法では、関係的契約を正式のカテ
ゴリーと て認める方向に進むことは、正しいこととはみなされないであろ
う
）（（
（
」
というやや悲観的な言葉を引用しな
一一五
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
がら、イギリス法がこの方向に踏み出さなければ、約因論のような契約法の基本問題でさえも今日では整合的に理解できなくなっているという
）（（
（
。
キャンベルは、次に、リガット裁判官の一三三節、一三四節、一三五節、そして一三九節を示したあとで、 「リガッ
ト裁判官はここでマクニールが関係的契約論において基本的に論じようとしたことを見事に捉えている。すなわち、当事者の合意のみの産物にすぎない契約などというものは存在せず、むしろ契約は根本的に協力的交換関係であり、この関係の本質は、当事者個人の主観的な意思に求めること できない。契約締結行為は、こうした協力を制度化する各当事者の自治を尊重するという黙示義務の枠組みにおいて み成立しうるのである」と称賛す
る
）（（
（
。すべての契約
を関係的に捉えているところがマクニールに忠実であるというのである。リガット裁判官自身 、一回の契約と継続的契約を一応分けているようにも思われるが、確かに、一三四節では、およそすべての に背景事情があると捉えながら、またそれを一種 スペクトルの中 理解しているように読むことができるかもしれない。
キャンベルもまたウィタッカーと同様、イギリス法が信義則に抵抗するさき 三つの理由を検討しながら、本判決
を分析する。まず、当事者の利益追求の制限にな かという点を取り上げるが、キャンベルは、ウィタッカーがイギリスの多くの契約法学者が反対すると指摘した同じ個所
（一四八節）
を引用した後で、 「マクニールが力説していた契
約は協力 システムであるということをイギリス法の中 はじめて自覚的 承認した重要な段階を示 もの」と て歓迎する
）（（
（
。
次に、イギリスの漸進的発展という点については、リガット裁判官に賛成しながら、信義則を認めることが、信義
則という一般原理を持つことでないという点が理解されれば、現在の論争も大幅に改善されると 見解を示
す
）（（
（
。最後
一一六
に、不確実性についてであるが、一四一節に関し、本件の具体的状況に照らして「なぜ正直さが命ずるところが、さらに進む」のか、 「なぜ本件契約において情報提示義務の認定が正当化されるのか」について十分な説明がなされておらず、 「リガット裁判官の結論でさえ 当事者の意思に由来しない道徳基準としての信義誠実を押し付けるかのような感じが残る」とし、これが不確実性を招くことになると批判している
）（（
（
。
信義誠実という言葉の意味が動き、同時に、客観的基準として登場しようとすることに対し、嗅覚が見事にはたら
いているが、本判決 好意的な評者ですらこの点は譲れないのである。ここで、キャンベルの理論に関して注意すべき点は、キャンベルは関係的契約論がパターナリスティック も という一般的理解に対して「これは断じてマクニールの意図するところではない」と反論し、むしろ、市場競争
（
com
petition ）
こそがマクニール理論の中心概
念であると捉え ことである
）（（
（
。そうした視点からも、こうした批判が出てくるのであろう。
（
3）　
マケンドリック
キャンベルは、本件に関するマケンドリックの論文が二〇一四年に発表されるとしていた
が
）（（
（
、現在のところマケン
ドリックの論文は確認できていない。信義則導入に賛成の立場から発言を続けてきたマケンドリックの見解は判決中でも参照されており、彼の詳細な評価が注目されるところではあった。
判例評釈ないし論文には接することはできなかったが、マケンドリックは二〇一四年に彼の教科書を改訂したさい
Y
am
 Seng
事件に言及している。リガット裁判官が判決にあたって大いに参照し、依拠していた二〇一一年の第九版
では、貴族院が契約締結前の信義誠実義務を否定した
W
alford v M
iles
事件にふれたあとで、 「信義誠実という原則
一一七
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
に対する伝統的なイギリス
（人）
の敵対心も和らぐ兆候が存在する」と述べていた。ただし、マケンドリックはここ
に判例などは一切引用していなかったのだが、第一〇版では「少なくとも、
（契約交渉時ではなく）
契約の履行という
コンテクストにおいて信義誠実義務の存在が争われる事件において」とここに加筆
し
）（（
（
、
Y
am
 Seng
事件の一一九節か
ら一五三節を注記したのである。
3　
裁判所の評価
Y
am
 Seng
判決は高等法院の一判決にすぎないが、その革新的な内容からすでに裁判所は本判決をたびたび引用し
ている。ここでは、本判決を引用・参照した事件を中心に紹介しながら イギリスの裁判所の基本的な姿勢を探ってみたい。（
1）　
C
om
pass G
roup U
K
 and Ireland L
td （
M
edirest ）
v M
id E
ssex H
ospital Services N
H
S T
rust
事件
信義誠実義務を承認しようという兆候は、もちろん
Y
am
 Seng
事件が最初というわけではない。オール・イング
ランド・リポーツの年次報告でも、二〇一二年からは「履行における信義誠実
P
erform
ance in good faith 」という項
目のもと二つの判例が紹介されていたが
）（（
（
、その一つが
M
edirest
事件の高等法院判決である
）（（
（
。
国民保健サービス
（ＮＨＳ）
を担う独立公営企業である病院トラスト
（被告）
は、食事や清掃などを請負業者
（原
告）
に委託していた。七年契約の契約書には、 「トラストと請負人は、効果的な情報および指示の伝達において、そ
して、病院または場合に応じてその受益者に当該契約の利益を十分享受させるために、互いに信 誠実に協力し必要
一一八
な一切の措置を講ずるものとする
T
he T
rust and the C
ontractor w
ill co-operate w
ith each other in good faith and 
w
ill take all reasonable action as is necessary for the effi
cient transm
ission of inform
ation and instructions and to 
enable the T
rust or, as the case m
ay be, any B
eneficiary to derive the full benefit of the C
ontract 」との規定があ
り
）（（
（
、別の条項では、業者のサーヴィスが不十分な場合には、病院側は支払代金を減額できるとされていた。業者側は
一方的な減額判断
（例えば、賞味期限が一日過ぎたデザートのムースを提供したことにつき、八万五千ポンドの減額）
につきた
びたび異議をとなえたが、当事者間での調整がつかず、結局「互いに信義誠実に協力する義務」に被告が違反したとして、契約解除 主張し という 件である。第一審においては、契約上信義誠実に協力する明示義務があったこと、さらに、
（黙示義務の議論は慎重に回避しながら）
減額の判断において権限の濫用があったとして、契約の解除が認めら
れた
）（（
（
。
Y
am
 Seng
判決に先行するこの判決は、契約書に明示の信義誠実条項が存在する場合に、まず履行全体にわたる一
般的信義誠実義務が認められ、 これを前提として黙示義務にも匹敵する権限濫用という判断がなされたものであった。Y
am
 Seng
判決は、明示の信義誠実条項がない場合でも、一定の契約類型においては、一般的信義誠実義務が黙示さ
れるとしたものであり、この
M
edirest
判決を大きく前進させた判決であった。もっとも、
Y
am
 Seng
判決がこの事
件を引用していないのは、当事者が援用しなかったからではあるが、
M
edirest
事件にはそもそも明示条項があった
ためであろう。
ところが、控訴院
は
）（（
（
、この一審判決を覆し、信義則の議論を後退させる。すなわち、上の条項を「無秩序に羅列さ
れた異なった文書の寄せ集め」だと批判する一方
で
）（（
（
、非常に限定的に解釈し、この条項は一般的な信義誠実義務を規
一一九
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
定するものではなく、①効果的な情報および指示の伝達に必要な一切の措置を講ずることと
　
②病院または受益者に
当該契約の利益を十分享受させることについての具体的な信義誠実義務を規定するものである 解釈し、これら具体的な義務について 違反はなく、さらに、減額判断は明 信義誠実義務の対象として明記されておらず、またその判断を恣意的 行使しないという黙示義務も認められないとして、一審判決を覆したのである。
この事件は、明示の信義則条項が存在した場合であるから、直接
Y
am
 Seng
判決の先例的価値に影響を与えるも
のではないが、リガット裁判官 判決 三名の裁判官のうち二名によっ 言及されている。
ジャクソン裁判官
（
Jackson L
.J. ）
は、 「まず初めに、イギリス契約法には信義誠実という一般原則は存在しないと
いうことを確認しておかなければならない」と述べ
Y
am
 Seng
判決を引用するのだが「もし両当事者がそうした
義務を課すことを望む場合には、明示的にそのように課さなければならない」と述べ
た
）（（
（
。また、ビートソン裁判官
（
B
eatson L
.J. ）
は、信義則が「コンテクストに左右される」とリガット裁判官が黙示の信義則について論じたことにふ
れ、これは明示条項の解釈の指針とも ると評価しなが
ら
）（（
（
、コンテクストの中で判断する限り、本契約書は詳細なも
のであり、一般的な信義誠実義務を読み込む余地はないとした。（
2）　
その他の事件
控訴院レヴェルで
Y
am
 Seng
事件に言及するのは現在のところ、
M
edirest
事件だけではある。また、批判的であ
るとしても、
Y
am
 Seng
事件におけるリガット判決の先例的価値そのものが否定されたわけではない。高等法院にお
いてはリガット判決の引用が続いている。
一二〇
ガス会社が地域の五五〇〇世帯にガスを供給する契約をめぐる
T
SG
 B
uilding Services P
L
C
 v South A
nglia 
H
ousing L
td
事
件
）（（
（
では、契約書中には信義誠実という表現は用いられていなかったが「信頼、公正そして相互協力
の精神によって
in the spirit of trust, fairness and m
utual co-operation 」という条項とともに、契約書の別の個所で
は、いずれの当事者も理由なく契約を終了できると規定されていた。エイケンヘッド裁判官
（
A
kenhead J. ）
は、
Y
am
 
Seng
事件の一四一節に言及しながら「事件と契約はコンテクストに左右されるというのであるから、この極めて啓
発的で興味深 判決から、 すべての商事 に一般適用される何らかの原則を導かれるなどというつもりは毛頭ない」とし
）（（
（
、一般的な信義誠実原則の存在を否定している。さらに、もし仮に一般的誠実義務の存在が認められるとしても、
当事者双方はいつにても解除できると明文で合意しており、この明文 は排除できないとする。
衣料品販売に関するジョイント・ベンチャー契約をめぐる
H
am
sard 31（（ L
td v B
oots U
K
 L
td
事
件
）（（
（
も信義誠実義
務に関わる明示条項と黙示条項をめぐる争いであった。訴外会社と被告
B
oots
社の二〇〇七年の契約においては「両
当事者は、本契約で発生する純益の最大化を確保するため、各々の取引につき互いにオープンかつ協力的な姿勢で取り組むよう の履行に関して、互 に対していつに も信義誠実
（
good faith ）
に行為することを合意する」
という明文規定があった。訴外会社が破産手続にはいったことから、事業を引き継いだ原告の
H
am
sard
社が同じブ
ランド名の衣料品を
B
oots
社に納入し続けることが二〇〇九年に暫定合意されたが、結局
B
oots
社が契約を解除した
という事例である。原告 二〇〇九年の合意が信義誠実義務をうたっていないとしても、信義誠実義務が黙示されると主張したが、ノリス裁判官
（
N
orris J. ）
は、
Y
am
 Seng 判決は、 「商事契約において『信義誠実』という一般義務
が存在することが当事者の推定上の意思であるというようなことを定めた先例ではない」
し
）（（
（
、さらにもし仮に一般
一二一
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
的信義誠実義務が存在するとしても、例えば二〇〇七年の契約書でいうところの「互いにオープンかつ協力的」であるという 務は負うことがあっても、互いが「本契約で発生する純益の最大化を確保する」義務は負わないとする。なぜなら、これで 契約の一方当事者が自らの利益より相手の利益を尊重することになりかねないというのであ
る
）（（
（
。
イギリスの裁判官の信義則に対する抵抗感 よく表れているように思われる。契約書で信義誠実義務を定めたとしても、契約自由という大原則が優先するのである。
リガット判決に否定的な判決ばかりが続いているわけでもない。最近の
E
m
irates T
rading A
gency L
L
C
 v P
rim
e 
M
ineral E
xports P
rivate L
td
事件
）（（
（
では、仲裁条項中に、仲裁の前に「友好的話し合い
friendly discussion 」がなされ
ることが定められていた事例にお て、リガット裁判官の判決を「見事な議論
m
asterly discussion 」と称賛しなが
ら
）（（
（
、当該条項を信義誠実に協議する条項であるとした判決がある。ある弁護士は、 「この結論は他の法域のアプロー
チと平仄をあわせ、契約上の黙示の信義誠実義務を認定することについてイギリスの裁判官 なかに高まりつつある関心をおそらく反映するものであろう」と実務における注意を促している
）（（
（
。
四
　
む
　
す
　
び
本稿は、イギリスにおける信義誠実義務をめぐる理論状況を紹介するために、最近の高等法院の
Y
am
 Seng
事件
を主に取り上げた。まず、その前提として、
good faith
という言葉について、若干の歴史的考察を試みた。多くのイ
ギリスの法律家にとって
good faith
という言葉は、人の内心に関わる曖昧な日常語であるか、押しつけがましい耳障
一二二
りな外来語であるかのいずれかであるように見受けられるが、エクイティの伝統を引き継ぎながら、一九世紀までは一定の役割をはたしてきたことを明らかにしたつもりである。もちろん、結局、法律用語としていったんは完全に忘れ去られた言葉で あるが、このことを自覚するならば、信義則に対する必要以上 抵抗も和らぎはしないかとも思う。
また、
good faith
に言及する判例を調査することによって、イギリス独特の言葉の用法も明らかとなった。信義誠
実という言葉は、詐欺をしないという段階から情報 包み隠さず提示するという段階までのスケール、あるいは、対抗的に互 の利益を追求するという ころから協力し相手の利益をも尊重 スケール 上を移動する概念であった。昨今では、個別の契約類型で求められる信義則の程度を度外視し、信義則を認めることが、あたかも べての商事契約において全情報 開示し、自己の利益を犠牲にしなければならないかのような極端な議論 続いていた。
リガット裁判官は、 「たとえ任意規定
（
default rule ）
であっても、イギリス法が信義誠実の原則をすべての商事契約
の中に法的黙示義務として認める段階に到達して る は思わない」
（一三一節）
と抑制的に述べるのではあるが、 「ほ
とんどすべて 契約関係の根底にあ 一般規範の典 は、 正直さ
（
honesty ）
への期待である」
（一三五節）
との前提から、
「信義誠実が命ずるところは、コンテクストに左右される」
（一四一節）
と論をすすめ、さらに、信義則上求められる
義務の程度は、契約類型と特定のコンテクストによって、 「客観的」
（一四四節）
に定まると考えていたというように
読めないだろうか。このように信 則 射程を類型化・具体化することは、とかく内容が空疎になりがち 日本法の信義則を考える上でも参考となるだろう。
ただし、ここでリガット裁判官が信義則を持ち出す理論的根拠として関係的契約論に言及したことは、今後議論を
一二三
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
活性化させることはまちがいないが、後の裁判官たちがほぼ黙殺しているように、簡単に受け入れられるとも思われない。かつて、トイプナーはイギリス人が「単行
（
discrete ）／関係
（
relational ）」といった抽象的区分に依拠すること
はないと予言し いた
が
）（（
（
、リガット裁判官が例示したジョイント・ベンチャー契約、フランチャイズ契約、そして本
件のよう 長期独占販売契約における判例の動向 注目されるところである。
もっとも、そうした契約において、本件のように数項目の契約書しか交わされないということも想定しがたい。お
そらくは
B
oots
事件のように、引き続き明示の信義誠実条項の解釈が争われていくだろう。ウィタッカーが予測する
ように、信義誠実排除条項を挿入する慣行が行われるかはさてお
き
）（（
（
、契約当事者が信義誠実条項の挿入を望む場合、
ソリシターが
M
edirest
事件にならって、適用対象のごく狭い条項を提案することは大いにありうることである。こ
のこと自体、信義誠実に対するイギリスの法律家の「共通の価値観」のあらわれであって、一朝一夕に変化がおとずれるとも思えないが すで 一定の契約類型で信義則が認めら ている以上、
Y
am
 Seng
事件を契機として、事実上
の黙示という伝統的な手法に則り、そ 適用範囲が漸進的に広がる可能性 残されているように思われる。後の裁判官たちが口をそろえるように二〇一三年一月の
Y
am
 Seng
事件において、イギリスおいて一般的な信義誠実義務の
存在が確認さ た は決して えないし、むしろ反対の声 増したとさえ思われるが、この言葉 認知度は確実に高まっている。二〇一三年三月には 法律委員会もかつては意味不明瞭としていたこの
good faith
という言葉の使用に
つき態度を軟化させてい いう
）（（（
（
。イギリス法の今後の展開を見守っていきたい。
（
1）鳩山秀夫『債権法における信義誠実の原則』 （一九五五年）二五一頁以下。なお、 法学協会雑誌における初出は一九二四年。
一二四
牧野英一『民法の基本問題
　
第四
　
信義則に関する若干の考察』 （一九三六年）九四頁以下。
（
2）牧野・同書・一一〇頁。
（
3）廣峰正子「信義則再考─わが国の最高裁判例にみる信義則の役割」 『立命館法学』三〇五号（二〇〇六年） 、九九頁、一二八頁。
（
（）
See e.g. E
van M
cK
endrick, C
ontract L
aw
, 10th edn （
2013 ） at 21（, John C
artw
right, A
n Introduction to the E
nglish L
aw
 
of C
ontract for the C
ivil L
aw
yer, 2nd edn （
2013 ） at （1. 島田真琴「イギリス法との比較による債権法改正基本方針の検討─
国際取引法務の観点から」 『慶応法学』一九号（二〇一一年）四七一頁、四八七頁参照。
（
（）例外は、
R
aphael P
ow
ell, ‘G
ood F
aith in C
ontracts ’ （
1（（（ ） （ C
.L
.P
. 1（ であり、ロンドン大学ローマ法講座教授就任演説に
おいて、信義誠実の原則を歴史的視点から説明した。このテーマを選んだパウエルの慧眼には驚かされるが、発表当時この論文はほとんど注目を集めることはなかった。なおパウエル 見解については、船越優子「コモン・ローにおける信義誠実の原則の展開」 『神戸 学雑誌』五五巻二号（二〇〇五年）二三〇頁、二三七頁以下参照。また、判例としては、一九七一年に
L
easehold R
eform
 A
ct 1（（（
の
Sch 3, para. （ （
1 ）の
‘in good faith
’の解釈をめぐって争われた
C
entral E
states （
B
elgravia ） 
L
td v W
oolgar; L
iverpool C
orporation v H
usan ［
1（（2 ］
1 Q
B
 （（
があるが、この言葉が完全に忘れ去られている様子は痛々
しい。どうにか、
O
xford E
nglish D
ictionary
の「約束を締結するさいの意思の正直さ
honesty of intention in entering into 
engagem
ents 」という定義などを手がかりに議論はすすみ、信義誠実とは正直さであるという理解に落ち着くのである。
（
（）例えば、
Jack B
eatson &
 D
aniel F
riedm
ann （
eds ）, G
ood F
aith and F
ault in C
ontract L
aw
 （
1（（（ ）, R
oger B
row
nsw
ord, 
N
rom
an H
ird &
 G
eraint H
ow
ells （
eds ）, G
ood F
aith in C
ontract-C
oncept and C
ontext （
1（（（ ）, A
.D
.M
. F
orte （
ed ）, G
ood 
F
aith in C
ontract and P
roperty （
1（（（ ）があり，ここに
R
einhard Z
im
m
erm
ann &
 Sim
on W
hittaker （
eds ）, G
ood F
aith in 
E
uropean C
ontract L
aw
 （2000 ）を加えてもよい。
（
（）
C
om
m
ercial A
gents （C
ouncil D
irective ） R
egulations 1（（3.
R
eg. 3 （
1 ）
In perform
ing his activities a com
m
ercial agent m
ust look after the interests of his principal and act dutifully 
and in good faith.
R
eg. （ （
1 ）
In his relations w
ith his com
m
ercial agent a principal m
ust act dutifully and in good faith. U
nfair T
erm
s in 
一二五
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
C
onsum
er C
ontracts R
egulations 1（（（.
R
eg. （ （
1 ）
In these R
egulations, subject to paragraphs （
2 ）
and （
3 ）
below
, 
“unfair term
” m
eans any term
 w
hich contrary 
to the requirem
ent of good faith causes a significant im
balance in the parties' rights and obligations under the contract to 
the detrim
ent of the consum
er.
（
2 ）
A
n assessm
ent of the unfair nature of a term
 shall be m
ade taking into account the nature of the goods or services 
for w
hich the contract w
as concluded and referring, as at the tim
e of the conclusion of the contract, to all circum
stances 
attending the conclusion of the contract and to all the other term
s of the contract or of another contract on w
hich it is 
dependent. 
（
3 ）
In determ
ining w
hether a term
 satisfies the requirem
ent of good faith, regard shall be had in particular to the m
atters 
specified in Schedule 2 to these R
egulations. 
（
（）イギリスの学者の典型的態度を解説するものとして、幡新大実『イギリス債権法』 （二〇一〇年）二九頁以下参照。 「契約内容といえば法の文面に明記されたことに限られ、 『法の一般原則』や『公正』や『正義』などという雲をつかむような抽象概念から当事者の思いもよらない解釈が事後的に生まれる危険性が少ないことも、 イギリス契約法の国際的信頼性につながっているとイギリス人は考えている」 （同三一頁）という理解はスタートライン して重要である。島田教授も「その頑固さ 、イギリス法の法的安定性に対する取引社会の信頼を生んで る」と指摘する。島田・前掲注 （
（） 四七三頁。また、一九九九
年規則についてであるが、島田教授は「この法律によって、信義則（
good faith ）という大陸法（
civil law
）上の概念が初め
てイギリス 導入されたことになるが、
good faith
の定義規定が設けられていないし、これに関する判例もないので、イギ
リス法上、 この語句が何を意味するのか 未だ不明である」と説明されている。島田真琴『国際取引のためのイギリス法』 （二〇〇六年）一四二頁。
（
（）ＯＥＤの
G
ood F
aith
の項を参照。
（
10）なお、ＯＥＤは、当初から、誠実さの客観的側面（
the objective aspect of confidence ）を表していたと説明する。
（
11）
See P
ow
ell, supra note （, at 22.
（
12）以下の判例からの抜粋は、
W
illiam
 P
aley B
aildon （
ed ）, Select C
ases in C
hancery, A
.D
. 13（（
─
1（（1. （
1（（（ ）による。事件の
一二六
タイトルは冗長でもあり、また参照の役にたつとも思われない。ここでは便宜的に同書の事件番号と推定年代のみを注記することにしたい。同書、一九番、一三九六年より後。
（
13）同書、二七番、一三九七年。
（
1（）同書、三八番、一三九八年より後。
（
1（）同書、三九番、一三九八年より後。
（
1（）同書、一四五番 おそらく 四六四
（
1（）同書、一二三番 一五世紀。
（
1（）同書、一四 番 一四五六年。なお、この時代はまだ英語の綴りは一定しないが、このあたりから次第に表現は
 ‘as good 
faith and conscience require ’
 におちつく。例えば、同書、一四四番、一四六番。
（
1（）本稿では立ち入らないが、日本語の文献としてはさしあたり、望月礼二郎『英米法』 （一九九七年）三一八頁以下参照。
（
20）
P
ow
ell, supra note （, at 23.
（
21）
H
utchins v P
layer, C
ham
berlain of L
ondon （1（（3 ） B
ridgm
an, O
. 2（2. 
（
22）
R
 v Sir T
hom
as H
arrison, C
ham
berlain of L
ondon （1（（2 ） 3 B
urrow
 1322.
（
23）「厳格な法は良心と信義誠実に反する」という主張は コモン・ロー裁判所でもなされることがあった。
H
ow
ard v B
aillie 
（
1（（（ ） 2 B
lackstone （
H
. ） （1（.  また、債権譲渡のよう 両裁判所が関与する場面においては 民訴裁判所が「当法廷は、多く
の事件において、信義誠実に反すると思われる場合、コモン・ロー上の有利さに一方当事者が乗じることを拒否してきた」と判示したこともある。
Sarah L
egh v F
rances L
egh （
1（（（ ） 1 B
osanquet and P
uller （（（. さらに、一九世紀にはいっても、
エクイティが語られることは皆無ではなかった。動産売買において、買主が代金未払いのま 破産したような場合には、売主に引渡し義務 発生しないことの理由として、そうす ことが「衡平と信義誠実に合致する
consistent w
ith equity and 
good faith 」とされたこともある。
H
aw
es v W
atson （1（23 ） R
yan &
 M
oody （.
（
2（）（
1（（（ ） 3 B
urr. 1（0（.
（
2（）
P
earce v W
aring （1（3（ ） 1 B
osanquet and P
uller （（（.
（
2（）例えば、マケンドリックが
good faith
を彼の教科書
C
ontract L
aw
の
C
hapter 12, A
 duty to disclose m
aterial facts?
で議
一二七
イギリス契約法における信義誠実の原則（北井）
論していることは、イギリス法のそうした特徴を踏まえてのことなのである。
（
2（）例えば、
M
cK
endrick, ‘G
ood F
aith : A
 M
atter of P
rinciple? ’ in A
. D
. M
. F
orte （
ed ）, G
ood F
aith in C
ontract and P
roperty 
 （
1（（（ ）, at （（. 
（
2（）さらに、保険会社に有利に展開していくことについては、
P
. S. A
tiyah, T
he R
ise and F
all of F
reedom
 of C
ontract （
1（（（ ） 
at 1（（
参照。
（
2（）例えば、一七九二年にケニヨン裁判官（
L
ord K
enyon ）は、船の売買におけるその隠れたる瑕疵をめぐって「すべての種
類の契約において、裁判所が正直と信義誠実の遵守（
the observance of honesty and good faith ）を命ずることは最も重要
である」と述べ、売主はすべての瑕疵を相手に告げるべきであったとした。
M
ellish v M
otteux （
1（（2 ） P
eake 1（（.  また、一
八一八年に王座裁判所は、賃貸借の売買において すでに地主から土地の占有回復の通知がなされていた場合に「そのような取引においては、信義誠実が最も重要であって、売主またはその代理人はかかる通知があったという事実を買主 伝達する義務を負っていた」と 示し いる。
Stevens v A
dam
son （
1（1（ ） 2 Starkie （22. また、少数意見にとどまったが、一八四
〇年、アビンジャー裁判官（
L
ord A
binger ）は「信義誠実、それはすべての契約の基礎である」として、売主の代理人が不
動産の瑕疵を知らずになした（本人は知りながら隠していた）売買契約を取消し る 述べている。
C
onfoot v F
ow
ke （1（（0 ） 
（ M
eeson and W
elsby 3（（.
（
30）
M
ogridge v C
lapp ［
1（（2 ］ 3 C
h. 3（2.  なお、 「悪意」と訳しているが、この場合の悪意とは害意という意味である。
（
31）
H
ugh C
ollins, T
he L
aw
 of C
ontract, （th edn （
2003 ） at 1（1.  もっとも、コリンズはこれでは曖昧で狭すぎるとしてこの
言葉を使うことに批判的ではある。さて、ここでコリンズ自身は念頭にお て いないが、正直という言葉には法的には別の含みもある ついてここで簡単 ふれておきた 。あるい
good faith
にはいま一つの意味の系統があるといっ
た方がよいか しれない。一九七九年動産売買法第六一条第三項は、 「ある事柄は、実際に正直に
honestly ）なされた場
合、過失の有無 問わず、本法においては、善意で（
in good faith ）なされたものとみなす」と規定するが、この場合の
「正直に」というのは、いわゆる「善意」という意味である。一九九〇年代までは、法律家は
good faith
といえば、まずこ
の「善意」という意味で理解して た。
See R
oger B
row
nsw
ord, ‘P
ositive, N
egative, N
eutral : the R
eception of G
ood F
aith 
in E
nglish C
ontract L
aw
’ in R
oger B
row
nsw
ord, N
rom
an H
ird &
 G
eraint H
ow
ells （
eds ）, G
ood F
aith in C
ontract - C
oncept 
一二八
and C
ontext （
1（（（ ） at 1（.  今日でもラテン語の
bona fide （
s ）がまだ使用されることもあるが、英語の
good faith
も一九世紀
には頻繁に使われるようになった。 「ある動産を売却権限のない者から、善意で（
in good faith ）取得することは、真の所有
者との関係において横領とはならない」 （
H
ilbery v H
atton （1（（（ ） 2 H
urlstone and C
oltm
an （22 ）とか「被告は公然かつ善意
に三〇年以上にわたり保有・占有していた
Jam
es M
acdonald v Jam
es L
am
be （
1（（（ ） IV
 M
oore, P
.C
., N
.S. （（（ ）という場
合である。さらに、動産・不動産の譲渡・占有の場面だけでなく、正直に知らないという含みで「不実表示であっても、善意でなされ、不実であることを知らなったときは、訴権の根拠 与えない」 （
C
ollen v W
right （
1（（（ ） （ E
llis and B
lackburn 
（（（ ）というような場合もある。いわゆる善意不実表示の「善意」である。 「もし善意に相手方の無能力を知らずに締結した
ならば」 （
M
oulton v C
am
roux （
1（（（ ） 2 E
xchequer R
eports （
W
elsby, H
urlstone and G
ordon ） （（（ ）という例もある。日本
語では、おそらくドイツ法 影響もあっ 信義誠実と善意とに訳し分けるが、同じ言葉であることも忘れてはならないだろう。牧野・前掲注 （
1） 一〇六頁参照。
（
32）
C
hitty on C
ontracts, 31st edn （2013 ） at para. 1
─
0（（.
（
33）
B
lisset v D
aniel （1（（3 ） 10 H
are （（3.
（
3（）
O
’N
eill v P
hillips ［
1（（（ ］ U
K
H
L
 2（. 
（
3（）黙示条項については、ヒュー・コリンズ（イギリス労働法研究会訳） 『イギリス雇用法』 （二〇〇八年）三八頁以下参照。
（
3（）使用人が雇主の顧客情報を独立後に使用するため書き写した事件において、エシャー記録長官が、使用人が雇主に対して信義誠実に振る舞う黙示義務を負うとしながら「コモン・ローは、確かに、この問題を黙示契約の観点から捉えるのであって、当該取引の一部をなす約束、すなわち、信義誠実─これ 当該取引 効果的（
effectual ）なものとするために必要であ
る─の一部として公正に黙示される約束の存在を前提とする」と述べていたことは注目されてよい。
R
obb v G
reen ［
1（（（ ］
2 
Q
B
31（.
（
3（）小宮文人『イギリス労働法入門』 （一九九六年）六三頁参照。
W
oods v C
ar Services ［
1（（2 ］
I.R
.L
.R
. （13 （
C
A
）.
（
3（）
M
alik v B
ank of C
redit and C
om
m
erce International SA ［
1（（（ ］
A
.C
. 20.
（
3（）
H
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